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○あま市生産緑地地区の指定及び管理に関する要綱 

平成24年8月10日 

告示第132号 

改正 平成26年3月31日告示第65号 

令和3年3月26日告示第53号 

令和4年8月1日告示第110号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生産緑地法（昭和49年法律第68号。以下「法」という。）第2条の2

の規定に基づき、生産緑地地区の指定及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定要件） 

第２条 生産緑地地区として指定することができる農地は、市街化区域（都市計画法（昭和

43年法律第100号）第7条第1項の規定による市街化区域をいう。）内にあり、土地所有者

及びその土地に係る各権利者（以下「土地所有者等」という。）に指定同意の意向がある

農地で、かつ、次に掲げる要件全てに適合するものとする。 

(1) 現に農業の用に供され、農地として適正に管理されていること。 

(2) 災害防止等、良好な生活環境機能の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の

敷地の用に供する土地として適していること。 

(3) 30年間の営農継続が可能な条件を備えていると認められ、用水源・用水路（農業用

水又は上水）、排水路（農業用排水路）、日照、通風等の生物育成の条件が確保されて

いること。 

(4) 面積が一団（6.5メートルを超える道路、水路等で分断された農地は一団とみなさな

い。）で500平方メートル以上であること。 

(5) 公道に2.0メートル以上接道していること。 

（指定の申出） 

第３条 生産緑地地区の指定（以下「指定」という。）の申出をしようとする者（以下第6

条及び第8条において「申出者」という。）は、生産緑地地区指定希望申出書（様式第1

号）を市長が指定する期日までに提出するものとする。 

（申出書の調査） 

第４条 市長は、前条の規定による指定の申出があったときは、次に掲げる事項に関して調

査を行うものする。 
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(1) 第2条に規定する要件の適合 

(2) 農地の状況（現地確認） 

(3) 営農の状況（あま市農業委員会（以下「農業委員会」という。）への照会） 

（同意書の取得） 

第５条 市長は、前条の規定による調査により指定をすることが適当と認められるときは、

当該指定を希望する農地の土地所有者等から生産緑地地区指定同意書（様式第2号）を取

得するものとする。 

２ 前項の書類には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 指定を希望する農地の土地登記全部事項証明書（提出期限の3月以内に交付されたも

のに限る。） 

(2) 指定を希望する農地の土地所有者等の印鑑証明書（提出期限の3月以内に交付された

ものに限る。） 

(3) 指定を希望する農地に係る公図の写し（提出期限の3月以内に交付されたものに限

る。） 

（申出書及び同意書の審査） 

第６条 市長は、第4条の規定により調査を行った農地及び前条の規定により取得した同意

書について、第19条に規定する生産緑地連絡協議会（第11条第2項及び第15条第4項にお

いて「協議会」という。）でその内容を審査した結果、指定をすることが適当でないと認

められるときは、生産緑地地区指定要件不適合通知書（様式第3号）を申出者に交付する

ものとする。 

（都市計画の指定） 

第７条 市長は、前条の審査において指定要件に該当した農地について、あま市都市計画審

議会の議を経て、生産緑地地区として都市計画に定めるものとする。 

（指定の通知） 

第８条 市長は、都市計画決定の告示を行ったときは、その旨及びその区域を生産緑地地区

指定通知書（様式第4号）により申出者に通知するものとする。 

（標識の設置） 

第９条 市長は、生産緑地地区として都市計画に定めたときは、遅滞なく、その地区内にこ

れを表示する標識（様式第5号）の設置その他適切な方法により明示するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により設置した標識が良好な状態で設置されているようにしなけれ

ばならない。 
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（台帳及び位置図） 

第10条 生産緑地地区を適正に管理するため、生産緑地地区台帳（様式第6号）及び生産緑

地地区位置図（様式第7号）を作成し、主管課に備え付けるものとする。 

（適正な管理） 

第11条 生産緑地の管理のため、生産緑地地区に指定された農地の所有者又はその相続人

は、次に掲げる事項が発生した場合には、直ちにその内容を生産緑地所有者等の変更届出

書（様式第8号）により市長に報告するものとする。 

(1) 土地所有権及び各権利の移転 

(2) 農業の主たる従事者の変更 

(3) 営農状況の変更 

２ 前項の報告があった場合は、必要に応じて協議会で審査する。 

（生産緑地地区内における行為の許可申請等） 

第12条 生産緑地地区内における行為に係る次の各号に掲げる手続については、当該各号

に定める様式により行うものとする。 

(1) 法第8条第1項の規定による許可申請 生産緑地地区内行為許可申請書（様式第9号） 

(2) 法第8条第4項の規定による通知 生産緑地地区内行為通知書（様式第10号） 

(3) 法第8条第5項の規定による届出 生産緑地地区内行為着手届出書（様式第11号） 

(4) 法第8条第6項の規定による届出 生産緑地地区内非常応急措置届出書（様式第12号） 

(5) 法第8条第8項の規定による協議 生産緑地地区内行為協議書（様式第13号） 

２ 前項各号に定める書類を提出するときは、別表第1に掲げる図書を添付しなければなら

ない。 

３ 市長は、第1項第1号の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、許可するこ

とを適当と認めたときは、生産緑地地区内行為許可通知書（様式第14号）により通知す

るものとする。 

（原状回復命令） 

第13条 法第8条第1項の規定に違反した者又は同条第3項の規定により許可に付けられた

条件に違反した者がある場合における法第9条第1項の規定による市長が発する原状回復

の命令は、原状回復命令書（様式第15号）により行うものとする。 

（身分証明書） 

第14条 法第9条第3項及び第17条第3項に規定する身分を示す証明書は、様式第16号のと

おりとする。 
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（買取りの申出） 

第15条 法第10条の規定により生産緑地の買取りの申出をしようとする者（以下第4項及び

第17条において「申出者」という。）は、生産緑地買取申出書（様式第17号）に別表第2

に掲げる図書及び次の各号に掲げる場合に該当するときは当該各号に定める書類を添付

し、市長に提出するものとする。 

(1) 当該生産緑地に係る農業の主たる従事者が死亡し、又は農業に従事することを不可

能にさせる故障を有するに至り、当該申出をしようとするとき 農業委員会が交付する

生産緑地の農業の主たる従事者証明書 

(2) 当該生産緑地が他人の権利の目的となっているとき 当該権利を有する者の作成し

た抹消承諾書（様式第18号） 

２ 生産緑地法施行規則（昭和49年建設省令第11号）第4条に規定する市長が認定する場合

とは、当該故障の事実が医師の診断書等により客観的に確認できる場合とする。 

３ 市長は、第1項の規定による買取りの申出があった生産緑地について贈与税又は相続税

の納税猶予の適用を受けている者があるときは、買取りの申出があった旨を生産緑地買取

申出等の事実の通知書（様式第19号）により所轄の税務署長に通知するものとする。 

４ 第1項の規定による生産緑地の買取りの申出は、協議会で審査するものとし、申出のあ

った日から起算して1月以内に当該生産緑地を買い取る旨又は買い取らない旨を様式第

20号により申出者に通知するものとする。 

（取得のあっせん） 

第16条 市長は、前条第4項の規定により買い取らない旨の通知をしたときは、農業委員会

の協力を求め、生産緑地として利用する他の農業従事者へのあっせんを行うものとする。 

（生産緑地地区内における行為の制限の解除） 

第17条 市長は、前条のあっせんが不調に終わったときは、法第14条の規定により生産緑

地地区内における行為の制限を解除し、様式第21号により申出者に、様式第22号により

農業委員会の会長にその旨を速やかに通知するものとする。 

（買取り希望の申出） 

第18条 法第15条の規定による生産緑地の買取り希望の申出については、生産緑地買取り

希望申出書（様式第23号）によるものとする。 

（生産緑地連絡協議会） 

第19条 生産緑地制度の適正な運用を行うため、あま市生産緑地連絡協議会（以下「協議

会」という。）を置く。 
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２ 協議会は、次の事項について審査及び指導を行う。 

(1) 第6条に規定する申出書及び同意書の審査に関する事項 

(2) 第11条に規定する適正な管理に関する事項 

(3) 第15条に規定する買取りの申出に関する事項 

(4) その他生産緑地制度に関する事項 

３ 協議会は、次の職員をもって組織する。 

(1) 建設産業部長 

(2) 企画財政部企画政策課長 

(3) 企画財政部財政課長 

(4) 総務部総務課長 

(5) 総務部税務課長 

(6) 建設産業部都市計画課長 

(7) 建設産業部土木課長 

(8) 建設産業部農政課長 

(9) その他必要な関係部署の担当課長 

４ 協議会の議長は、建設産業部長をもって充てる。 

５ 協議会の会議は、議長が招集する。 

６ 協議会の庶務は、建設産業部都市計画課において処理する。 

（その他） 

第20条 この要綱に定めるもののほか、生産緑地地区の指定及び管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成24年9月1日から施行する。 

附 則（平成26年告示第65号） 

この告示は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則（令和3年告示第53号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和3年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現に改正前の各告示の規定に基づいて作成されている申請書その

他の用紙は、改正後の各告示の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 
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附 則（令和4年告示第110号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

別表第１（第12条関係） 

図面の種類 標準縮尺 図面に明示すべき事項 備考 

位置図 1／2500以上 ①敷地境界線 

②行為を行う生産緑地地区の区域及び一団

番号 

③方位 

④道路、河川等の公共施設、その他目標とな

るもの 

行為の種

類により

必要なも

のを添付 

配置図 1／250以上 ①方位及び縮尺 

②行為に係る建築物その他の工作物及び既

存の建築物その他の工作物の位置 

③敷地に接する道路の位置及び幅員 

④凡例及び面積内訳一覧表 

平面図 1／250以上 ①方位及び縮尺 

②階別用途 

③主要部分の材料の種別 

④断面図に示す断面の位置 

⑤敷地の境界線 

⑥道路、水路等の構造物の位置及び形状 

立面図 1／250以上 ①縮尺 

②主要部分の材料の種別 

断面図 1／250以上 ①縮尺 

②主要部分の材料の種別 

③道路、水路等の構造物の位置及び形状 

④行為前後の地盤面 

求積図又は実測図 

（公共施設等の設置

により生産緑地地区

1／500以上 ①方位及び縮尺 

②敷地境界線 

③行為を行う生産緑地地区の区域、一団番号
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の区域及び面積が変

わる場合又は農業を

営むために必要とな

る施設の設置のため

に実測する場合等） 

及び確定面積 

④行為に係る建築物その他工作物の位置 

⑤閲覧場所名 

⑥作成年月日 

⑦作成者記名 

不動産登記法（平成

16年法律第123号）

第14条第1項に規定

する地図又は当該地

図に準ずる図面（公

図）の写し 

（生産緑地地区指定

時の公図の写しの内

容が変わる場合） 

 ①方位 

②敷地境界線 

③行為を行う生産緑地地区の区域及び一団

番号 

④行為に係る建築物その他工作物の位置 

⑤閲覧場所名 

⑥作成年月日 

⑦作成者記名 

別表第２（第15条関係） 

名称 備考 

位置図（案内図） 1／2500程度 

公図の写し  

土地登記全部事項証明書  

戸籍謄本、除籍謄本、改正原戸籍、遺

産分割協議書 

主たる従事者が死亡の場合（被相続人と法定相続人全

員との関係がわかるもの） 

医師の診断書 故障の場合（証明に「農業従事が不可能である」旨を

表記したもの 

その他 上記に記載のほか申出に当たり市長が特に必要と認

めるもの 
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様式第１号（第3条関係） 

様式第２号（第5条関係） 

様式第３号（第6条関係） 

様式第４号（第8条関係） 

様式第５号（第9条関係） 

様式第６号（第10条関係） 

様式第７号（第10条関係） 

様式第８号（第11条関係） 

様式第９号（第12条関係） 

様式第10号（第12条関係） 

様式第11号（第12条関係） 

様式第12号（第12条関係） 

様式第13号（第12条関係） 

様式第14号（第12条関係） 

様式第15号（第13条関係） 

様式第16号（第14条関係） 

様式第17号（第15条関係） 

様式第18号（第15条関係） 

様式第19号（第15条関係） 

様式第20号（第15条関係） 

様式第21号（第17条関係） 

様式第22号（第17条関係） 

様式第23号（第18条関係） 

 


